
議案第５３号

令和４年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第５号）

令和４年度埼玉県和光市の一般会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，１１５，０２４千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１，９８４，９００千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。

令和４年９月１日提出

和光市長 柴﨑 光子

提 案 理 由

令和４年度埼玉県和光市一般会計の補正予算（第５号）について、地方自治法第２１８

条第１項の規定により、この案を提出するものである。







第　２　表

債　務　負　担　行　為　補　正

（ 追　加 ）

事　　　　　　　　　　　　　　　項

総合体育館管理運営委託
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期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

令和４年度から
令和９年度まで

施設の管理運営委託料及び消費税の合計額
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第　３　表

地　　方　　債　　補　　正

（ 変　更 ）

限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

ストックヤード等整
備事業

7,900 

市道舗装補修事業 40,900 

新倉橋護岸整備事業 18,000 

防災倉庫等整備事業 12,900 

補 正 前

起債の目的

普通貸借        　　　
又　　は　
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。
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(単位：千円)

限度額 起債の方法 利 率

87,500 

53,500 

20,700 

7,100 

補 正 後

償 還 の 方 法

普通貸借        　　　
又　　は　
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。
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令 和 ４ 年 度

埼 玉 県 和 光 市 一 般 会 計 補 正 予 算

説 明 書















































１ 特別職

職員数 (年間支給率) 共済費 合　計

期末手当

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
(4.15月)

3 27,180 491 11,281 38,952 6,141 45,093

(3.30月)

17 74,340 24,529 98,869 23,882 122,751

704 66,161 66,161 66,161

724 140,501 27,180 491 35,810 203,982 30,023 234,005

(4.15月)

3 27,180 491 11,281 38,952 6,141 45,093

(3.30月)

17 74,340 24,529 98,869 23,882 122,751

704 66,025 66,025 66,025

724 140,365 27,180 491 35,810 203,846 30,023 233,869

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 136 136 136

0 136 0 0 0 136 0 136

給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　与　　費

区　　分 備考報　酬 給　料 通勤手当 計

長 等
市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

長 等
市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

補正後

補正前

比 較
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２　一般職

　⑴　総括
(単位：千円)

職員数

(人)

(285)

462 

(284)

462 

(1)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

給　　与　　費

報酬 給料 職員手当 計

438,275 1,652,212 1,304,442 3,394,929 656,648 4,051,577

437,578 1,652,212 1,301,545 3,391,335 656,531 4,047,866

697 0 2,897 3,594 117 3,711

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当 36,100 36,100 0

管 理 職 手 当 56,340 56,340 0

地 域 手 当 261,709 261,709 0

住 居 手 当 37,131 37,131 0

通 勤 手 当 30,583 30,583 0

期 末 手 当 511,595 511,595 0

勤 勉 手 当 297,373 297,373 0

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 785 453 332

特 殊 勤 務 手 当 1,797 1,797 0

超 過 勤 務 手 当 71,029 68,464 2,565

計 1,304,442 1,301,545 2,897

区　分 共済費 合　計 備　考

補正後

補正前

比　較
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　ア　会計年度任用職員以外の職員
(単位：千円)

職員数

(人)

(5)

412 

(5)

412 

(0)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

給　　与　　費

報酬 給料 職員手当 計

1,521,034 1,158,470 2,679,504 531,831 3,211,335

1,521,034 1,155,573 2,676,607 531,831 3,208,438

0 2,897 2,897 0 2,897

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当 36,100 36,100 0

管 理 職 手 当 56,340 56,340 0

地 域 手 当 242,044 242,044 0

住 居 手 当 37,131 37,131 0

通 勤 手 当 27,150 27,150 0

期 末 手 当 394,537 394,537 0

勤 勉 手 当 297,373 297,373 0

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 785 453 332

特 殊 勤 務 手 当 1,797 1,797 0

超 過 勤 務 手 当 65,213 62,648 2,565

計 1,158,470 1,155,573 2,897

区　分 共済費 合　計 備　考

補正後

補正前

比　較

　※１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものに
　　　ついて記載する。
　※２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。
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　イ　会計年度任用職員
(単位：千円)

職員数

(人)

(280)

50 

(279)

50 

(1)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

給　　与　　費

報酬 給料 職員手当 計

438,275 131,178 145,972 715,425 124,817 840,242

437,578 131,178 145,972 714,728 124,700 839,428

697 0 0 697 117 814

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当

管 理 職 手 当

地 域 手 当 19,665 19,665 0

住 居 手 当

通 勤 手 当 3,433 3,433 0

期 末 手 当 117,058 117,058 0

勤 勉 手 当

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当 5,816 5,816 0

計 145,972 145,972 0

区　分 共済費 合　計 備　考

補正後

補正前

比　較

　※１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて
　　　記載する。
　※２　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を
　　　要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きする。
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　 　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給 料 給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う増加

分

その他の増減分

職員手当 2,897 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 2,897 超過勤務手当等の増額分

2,897
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期 間 金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（令和４年度に係るもの）

令 和 ３ 年 度 ま で

の 支 出 額 （ 見 込 額 ）事 項 限 度 額

総合体育館管理運営委託
施設の管理運営委託料及び消費
税の合計額
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一 般

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

令和４年度

～

令和９年度

令 和 ４ 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 予 定 額 特 定 財 源

限 度 額
に 同 じ
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地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

(3) 衛  　生  　債 317,800 340,360 

(5) 消  　防  　債 49,238 53,396 

　２．そ　　の　　他 4,443,408 3,736,619 

(1) 減税補てん債 230,255 164,493 

(2) 臨時税収補てん債 0 0 

(3) 臨時財政対策債 3,991,076 3,393,957 

(4) 減収補てん債 222,077 178,169 

区　　　　　　分
令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高

　１．普　　通　　債 12,110,992 12,375,035 

(1) 総  　務  　債 512,920 1,573,460 

(2) 民　  生  　債 661,212 655,423 

(4) 土  　木  　債 6,532,661 6,130,675 

(6) 教  　育  　債 4,037,161 3,621,721 

合　　　　　　計 16,554,400 16,111,654 
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(単位：千円)

〔　〕内の金額は、令和３年度からの繰越分を含んだ金額。

本　年　度　中　の　増　減　見　込　み

本 年 度 中
起 債 見 込 額

本 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

838,600 11,964,760 

〔1,195,600〕 〔12,321,760〕

25,500 1,527,631 

〔37,400〕 〔1,539,531〕

87,500 13,440 414,420 

417,200 5,943,920 

〔522,000〕 〔6,048,720〕

29,600 14,079 68,917 

259,300 3,456,172 

〔499,600〕 〔3,696,472〕

0 697,892 3,038,727 

54,872 109,621 

0 

599,111 2,794,846 

43,909 134,260 

838,600 15,003,487 

〔1,195,600〕 〔15,360,487〕

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

1,248,875 

71,329 

19,500 121,223 553,700 

603,955 

424,849 

1,946,767 
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